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１．本研究の目的  

エネルギーキャリアであるアンモニア利用技術の中に、アンモニアを燃料として利用す

る直接燃焼がある。アンモニア直接燃焼については、技術開発のベースとなるガスタービ

ン、工業炉等が存在し、かつ火力発電所や工業事業所には一定規模のアンモニア輸送、貯

蔵インフラがすでにあるので、それぞれの技術開発の成果を実用燃焼システムに速やかに

応用できる位置にある。また、アンモニア専焼に拘ることはなく、現在の火力発電の主力

である微粉炭燃焼をアンモニア燃焼に部分的に置き換えることによって、大幅な CO2 排出

削減に繋がる可能性があることから、この技術開発に取り組んでいく必要がある。 

本研究では、実機微粉炭焚ボイラにおいてアンモニアを混焼させる場合を想定し、運用

方法について以下の調査・研究を行う。 

ａ．実機微粉炭焚きボイラにおけるアンモニア混焼シミュレーション 

  実機微粉炭焚きボイラを対象とした混焼シミュレーション手法を開発し、混焼時の運

用予測および検討を行う。 

ｂ．微粉炭石炭火力・アンモニア混焼におけるアンモニアスリップ時の各種設備に与える

影響評価 

微粉炭焚きボイラでのアンモニア混焼実施時におけるアンモニアスリップ発生時の後

続設備への影響について各種設備ごとに調査、研究し、対応策等についても検討を行う。 

  

２．研究開発目標とマイルストーン 

本研究における研究開発目標およびマイルストーンは次のとおりである。 

ａ．実機微粉炭焚きボイラにおけるアンモニア混焼シミュレーション 

［マイルストーン］ 

Ｈ２８ 目標 解析対象プラントを選定し、形状作成・メッシュ作成に着手する。 

Ｈ２９ 目標 実機混焼シミュレーション手法を開発する。 

Ｈ３０ 目標 シミュレーションによる燃焼予測を実施し、知見を得る。 

ｂ．微粉炭石炭火力・アンモニア混焼におけるアンモニアスリップ時の各種設備に与える

影響評価 

［マイルストーン］ 

Ｈ２８ 目標 アンモニアの各設備への影響について過去の文献調査に着手する。 

Ｈ２９ 目標 過去文献および実機微粉炭火力のアンモニアリーク時の影響について

整理する。 

Ｈ３０ 目標 調査結果の精査ならびに想定した各設備への影響を抑制する対策検討

を行う。 
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３．研究開発実施内容 

３－１．実機微粉炭焚きボイラにおけるアンモニア混焼シミュレーション 

３－１－１．支配方程式 

 本研究で用いる解析コードは、汎用熱流体解析ソフトウェアである ANSYS FLUENT 

18.2（1-1）である。そのため解析手法やモデルは本ソフトで採用されているモデルが基本と

なる。以下に支配方程式と使用モデルについて述べる。 

 

３－１－１－１．基礎式 

 本研究で対象とするのは、3 次元定常非圧縮性流れであり、質量、運動量、化学種、エネ

ルギーの各保存式を解く。解析手法は SIMPLE 法を採用した。乱流モデルは標準型 k-εモ

デル、輻射モデルは P-1 モデル（1-2）を用いた。 

 

３－１－１－２．気相反応 

 微粉炭とアンモニアの混焼シミュレーション手法については、現在簡略化モデルは存在

しないため、NOx生成・還元等の反応を調査するためには化学反応を解く必要がある。実機

ボイラを対象としたシミュレーションでは、詳細な反応機構をそのまま使用することは解

析負荷的に適当ではなく、いわゆる簡略化反応機構を使用することが現実的である。簡略

化反応機構については、アンモニア直接燃焼チーム内において、電力中央研究所殿が微粉

炭とアンモニアの混焼シミュレーション手法の開発に取り組まれておられ、すでに簡略化

反応機構を作成済みであることから、当研究では電力中央研究所殿作成の反応機構（以下、

電中研モデル）を活用する。それは 304化学種、1414素反応の反応機構（1-3）を簡略化した

もので、75化学種、219反応式で構成されるものである。 

 

３－１－１－３．乱流燃焼モデル 

 ANSYS FLUENT において反応機構を扱える乱流燃焼モデルとして EDC（Eddy 

Dissipation Concept）モデル（1-1, 1-4）が標準装備されていることから、これを採用する。

EDC モデルは渦消散モデルの機能を拡張したもので、反応はファインスケールと呼ばれる

微細乱流構造で起こるものと仮定し、乱流統計量 k,εから緩和時間を算出し化学反応解く

モデルである。 

 

３－１－１－４．微粉炭燃焼モデル 

 微粉炭粒子の運動はラグランジェ法による粒子相として扱う。 

 微粉炭燃焼モデルについて以下に述べる。 

ａ．揮発分放出モデル 

 揮発分の放出モデルとして、Badzioch らの単一反応速度モデル（1-5）を用いた。 

( )( )− = − −
dm

dt
k m f m

p

p v p1 0 0  
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mp ： 石炭粒子の質量 

 mp0 ： 初期の石炭粒子の質量 

 fv0 ： 初期の石炭中の揮発分の質量分率 

 

 ここで k は反応速度を表し、以下のようなアレニウス型の式をとる。 

( )k A E RTp= −exp /  

 A ： 頻度因子 

 E ： 活性化エネルギ 

 R ： 一般ガス定数 

 Tp ： 石炭粒子温度 

 

 今回の計算においては、A =4.92×105、 E =7.4×107とした（1-1）。 

 

ｂ．表面反応モデル 

 表面反応モデルは、拡散速度と化学反応速度両方の影響を考慮する Field の反応律速／

拡散律速モデル（1-6）を用いた。 

  拡散速度 

     
( ) 

p

p

PHPH
D

TT
CR

75.0
2+

=  

 CPH ： 定数 

 Tp ： 石炭粒子の温度 

 T∞ ： 気相の温度 

Dp ： 石炭粒子径 

 

  反応速度 

     ( )
pCHCHCH RTECR /exp −=  

 CCH ： 頻度因子 

 ECH ： 活性化エネルギ 

 

 以上より、次式でチャー燃焼速度が算出される。 

CHPH

CHPH

njp

p

RR

RR
pYA

dt

dm

+
−=

1

 

 Ap ： 粒子表面積 

 Yj ： 粒子化学種の質量分率 
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 pn ： 酸化剤の分圧 

 

 今回の計算においては、CPH =5.0×10-12、 CCH =2.0×103、ECH =7.9×107とした（1-1）。 

 

 チャーの表面反応として考慮した反応は以下の 3 式である。 

 C(S) + 1/2O2 → CO 

 N(S) + 1/2O2 → NO 

 C(S) + NO → CO + 1/2N2 

 これらの反応速度定数については、C(S)と C(N)の酸化反応については上記定数を用い、

C(S)の NO 還元反応については次項で述べる。 

 

ｃ．NOx 生成モデル 

 石炭に含まれる窒素分は揮発分とチャーに分配され、それぞれ NOx 生成に関与する。本

研究では Lockwood らのモデル（1-1, 1-7）を参考にした。概念図を図１－１に示す。揮発分 N

分は HCN として放出され、チャーN 分はチャーの酸化反応として NO となる。生成され

た HCN と NO は先に示した反応機構により NOx 生成・還元に寄与する。さらにチャー

（炭素分）は NO を N2に還元する。 

 チャーN 分の酸化反応はチャーの表面反応と同じものとして扱い、チャーの NO 還元反

応は Levy らの研究（1-8）を参考に反応速度定数を下記の通り設定した。 

 CCH =4.66×10-2、 ECH =1.45×108とした。 

 

 

図１－１．NOx生成モデル概念図 

 

３－１－２．解析条件 

３－１－２－１．解析対象 

 解析対象は、関西電力舞鶴発電所 1号機ボイラ(1-9)である。図１－２にボイラ側面図と

バーナ配置図を示す。舞鶴発電所 1号機ボイラは、三菱重工業製定格出力 900MWの微粉炭

焚きボイラであり、旋回燃焼方式を採用している。火炉の側面に水平方向に 8か所、高さ

方向に 6段のコールバーナが設置され、２つのファイアボールを発生させる設計となって

おり、その形状は左右対称形となっている。各段においては、コールバーナ 2組と起動用

油バーナ等が１つのウインドボックスにまとめられ、高さ方向に計３つのウインドボック



5 

 

スからなる。またバーナ上部には高さ方向に 2段の Aditional Air ポート（A.A.ポー

ト）が設置される二段燃焼方式を採用している。 

 アンモニアの投入方法としては、既存の設備を有効活用する観点から、油バーナをアン

モニアバーナとして利用することとする。高さ方向に計３つのウインドボックスが設置さ

れているが、起動用の油バーナは下段のＡ段とＢ段、中段のＣ段とＤ段の各コールバーナ

の間に設置されている。最上部のＥ段とＦ段のコールバーナの間には油バーナは設置され

ていないが、同様の位置に空気口が設置されていることから、そこに上流側と同様の仮想

的な油バーナを設置することとする。 

 解析に使用するために作成したメッシュを図１－３に示す。前述のとおりボイラは左右

対称形状であることから、対称境界を用いて解析領域はその半分とした。本研究では伝熱

に関する評価は行わないため、伝熱管等は無視し火炉壁のみの構成とした。反応機構を用

いた化学反応解析を行うことで非常に多くの計算時間が必要になることが想定されること

から、メッシュ数を約 88,000 と少なくした粗いメッシュとしている。 

 

 
図１－２．舞鶴発電所 1 号機ボイラ側面図およびバーナ配置図 
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３－１－２－２．境界条件 

 空気量や微粉炭投入量等の境界条件については、基本的に実機の運転条件に合わせた。 

 アンモニア混焼については、熱量比で 20%の混焼率をベースとし、アンモニア投入条件

を変化させた解析を行った。アンモニア混焼時の燃料投入条件として、ウインドボックス

単位で投入熱量が変化せず一定となる条件とした。微粉炭については、アンモニア投入熱

量分を減量している。 

 

３－１－２－３．石炭性状 

 解析に用いる石炭（微粉炭）は、中国産のＤ炭の性状を用いた。性状を表に示す。揮発

分は、簡略化のため全量メタンとしてモデル化を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図１－３．解析メッシュ 

 

３－１－３．解析結果 

３－１－３－１．微粉炭専焼およびアンモニア混焼結果 

 微粉炭専焼時の結果について、図１－４にボイラ中心での垂直断面における温度と NO

濃度の分布を示す。NO 濃度について、ボイラ出口での NO 濃度の断面平均値は実機測定

値の約 3 割程度の低い値となった。解析結果の実機との整合性については、解析条件のマ

表１－１．石炭性状表 

高位発熱量   (MJ/kg) 27.65
全水分 (wt%) 12.1
工業分析 (wt%)

水分 5.2
固定炭素 53.5
揮発分 28.7
灰分 12.6

燃料比 (-) 1.86
元素分析 (wt%)

炭素 70.8
酸素 9.9
水素 4.2
窒素 0.99
全硫黄 0.85
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ッチングを行うのであるが、これについては後述する。 

 次にアンモニアを熱量比 20%分を混焼した結果について、同様に図１－５に示す。NO

濃度については、アンモニア混焼により NO 濃度が増大する結果となっており、ボイラ出

口での NO 濃度の断面平均値は微粉炭専焼時の 7 倍弱であった。ウインドボックス付近で

の NO 濃度が増加していることから、アンモニア由来の NO 生成によるものと考えられる。

電力中央研究所殿や IHI 殿の実証試験の結果では、アンモニア投入条件によっては NOx

濃度は増大しない結果が得られているが、本解析結果ではそれを再現できていない。本研

究が対象とする舞鶴発電所 1 号機ボイラは、電力中央研究所殿や IHI 殿の実証試験を行っ

た対向流ボイラ用バーナとは異なる旋回流方式であることから、燃焼方式の違いによる差

異であることが考えられる。しかし、電力中央研究所殿が実施された単一バーナ炉のシミ

ュレーションにおいても、条件によっては、アンモニア混焼により NOx が増大している（1-

10）ことを考慮すると、現状の解析技術では微粉炭燃焼場へのアンモニア混焼の状態を再現

できていないものと推測する。 

 前述の微粉炭専焼時の結果の実機とのマッチングについて、実際には、「３－１－１－４．

微粉炭燃焼モデル」項で示した揮発分放出やチャー燃焼のパラメータを実機に合うように

調整することが一般的である。本研究でもパラメータの調整を行い NO 排出濃度が実機レ

ベルとなる解析結果を得られているが、アンモニア混焼時との比較については、同じよう

に NO 濃度は増大し、後述のケーススタディ結果も同様の傾向を示す結果となっている。

そのため、後述のケーススタディにおいては、パラメータ調整等のマッチングは行わない

条件で解析を行い、アンモニア混焼の各条件における結果を微粉炭専焼時の結果との比較

値を算出し、その差異について知見を得ることとする。具体的には、ボイラ出口境界にお

ける NO 排出濃度の断面平均値に注目し、微粉炭専焼時との比で比較することとした。 
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図１－４．微粉炭専焼解析結果 

 

図１－５．アンモニア 20%混焼解析結果 
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３－１－３－２．アンモニア混焼ケーススタディ結果 

 本項では、アンモニア混焼時の運用面での知見を得るためアンモニア投入方法に関する

ケーススタディを行った結果を示す。バーナー出口境界における NO 排出濃度に注目し、

微粉炭専焼時の NO 排出濃度の比で比較する。 

 図１－６にアンモニア混焼比率を変化させた時の NO 排出濃度比変化を示す。混焼率に

ほぼ比例して NO 排出濃度比が上昇しており、アンモニア混焼率に応じてアンモニア由来

の NO 生成によるものと推測できる。 

 次に、図１－７にアンモニア混焼率 20%分のアンモニアを各段単独で投入した場合の

NO 排出濃度比変化を示す。微粉炭量はアンモニア投入段のみ混焼分を減らしている。そ

の結果、下段にアンモニアを投入する方が NO 排出濃度比は減少することがわかった。各

段における燃料の投入条件は同じであるので、燃焼条件の差として滞留時間が考えられる。

微粉炭燃焼場にアンモニアを注入することでアンモニア由来の NO 発生量が増加するが、

その NO が気相およびチャーにより還元される反応時間が増大するためであると考えられ

る。 

 次に、図１－８にアンモニア混焼率 20%分のアンモニアを３段のうち２段を用いて投入

した場合の NO 排出濃度比変化を示す。微粉炭量は同じくアンモニア投入段のみ混焼分を

減らしている。その結果、上段・中段に投入した場合が若干 NO 排出濃度比が高くなり、

中段・下段および上段・下段はほぼ変化がない結果となった。全体的に変化はあまり見ら

れないが、これも前述のとおり下段投入による NO 還元反応時間の増大効果により NO 濃

度が減少していることも考えられる。 

 上記２つのケーススタディにより、アンモニアの投入方法については、全バーナ均一に

投入するよりもボイラ下部より投入することにより NO 排出濃度を抑えられる可能性があ

ると推測される。 

 これまでは、起動用油バーナ等を代用したアンモニアバーナからアンモニアを投入した

結果を示したが、ここではアンモニアを空気と予混合して微粉炭バーナに投入した結果を

アンモニア混焼率の変化として図１－９に示す。この結果を「予混合燃焼」とし、今まで

のアンモニアバーナによる投入を「拡散燃焼」として比較している。その結果、予混合燃

焼方式の方が NO 排出濃度比は高くなるが、その差は小さい結果となった。 
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図１－６．アンモニア混焼率変化 

 

 

図１－７．アンモニア投入位置変化（１）    図１－８．アンモニア投入位置変化（２） 
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図１－９．拡散燃焼と予混合燃焼の比較 

 

 

３－１－４．まとめ 

 舞鶴発電所 1 号機ボイラを対象とした簡略化反応機構を用いた微粉炭燃焼場のアンモニ

ア混焼シミュレーションを実施し、以下の知見を得た。 

（１）アンモニア混焼により NO 排出濃度は増大する結果が得られた。これは現状の解析

技術の限界であり、新たな微粉炭燃焼場へのアンモニア混焼解析技術の開発が必要

であると考えられる。 

（２）アンモニアの投入方法について、全バーナ均一に投入するよりもボイラ下部より投

入することにより NO 排出濃度を抑えられる可能性がある。 

（３）アンモニアバーナによる拡散燃焼とコールバーナによる予混合燃焼との比較におい

ては、予混合燃焼の方が NO 排出濃度は増大するが、その差は小さい。 
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３－２．微粉炭石炭火力・アンモニア混焼におけるアンモニアスリップ時の各種設備に与

える影響評価 

３－２－１．概要 

アンモニアのエネルギーキャリアとしての利用については、化石燃料の代替燃料として

の利用が考えられる。そこで、現在の火力発電の主力であり、単位発電量あたりの二酸化

炭素排出量の多い石炭火力発電所の燃料にアンモニアを混焼させることを目的にその実現

性を検討する。 

火力発電所の微粉炭焚きボイラにおいてアンモニアの混焼を実施するにあたってはアン

モニアを混焼することによるリスクおよびその対策等の事前検討が必要となる。しかし、

現在アンモニア混焼プラントは存在しないため、実機微粉炭火力の運転実績、設備および

過去文献からアンモニアの各設備に与える影響を検討することが有効な手段となる。本研

究においては、文献調査および当社微粉炭火力発電所の運転実績を調査の対象とし、微粉

炭石炭火力のアンモニア混焼におけるアンモニアスリップ時において、各種設備に与える

影響およびその影響を抑制する対策検討を実施した。 

 

３－２－２．アンモニア混焼時のアンモニアスリップの可能性について 

 一般的にアンモニアの燃焼速度は遅いことが知られており、本ＳＩＰ「エネルギーキャ

リア」のアンモニア直接燃焼検討においても燃焼性の低いアンモニア火炎の安定化等の検

討が行われている。しかし、アンモニアは 700℃～900℃程度で分解する（2-1）ことが確認さ

れており、ボイラ火炉内の排ガス温度はより高温であることから未燃アンモニアが存在し

た場合においても、多くは火炉内で分解するものと考えられる。また、ＳＩＰ内の電力中

央研究所による研究「既設火力発電所におけるアンモニア利用に関する検討」において、

試験炉でのアンモニア 20cal.% 混焼条件にて火炉出口の未燃アンモニアはほとんど確認さ

れなかった【電力中央研究所 終了報告書参照】ことより、適切なアンモニア混焼条件下

では安定した燃焼中にアンモニアスリップする可能性は低いものと考える。アンモニアス

リップが発生する場合については燃焼異常時が考えられるが、発電設備の運転中に異常が

発生した際には、発電設備を安全かつ即座に停止させるためにインターロック機能を有し

ている設備が多く、燃焼異常時には燃料が遮断される。アンモニアの供給についても、燃

焼異常を検知した場合に主燃料と同じくアンモニア供給を自動的に遮断する機能を設ける

ことにより、アンモニアスリップを防ぐことが可能である。また、運転員の判断によって

手動で発電設備を即座に停止することも可能であることから、異常発生時においてもアン

モニアスリップ発生の可能性は低く、発生したとしても極めて短時間であると考えられる。 

 ただし、実機微粉炭火力における高濃度アンモニア混焼運転実績が無いことから、アン

モニアスリップした場合に備えて、アンモニアが各種設備に与える影響について検討を実

施する。 
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３－２－３．発電所における排煙処理システムについて 

燃料の違いや排煙処理システムの違いにより様々な方式があるが、本研究では石炭焚き

ボイラにおけるアンモニア混焼を取り上げるため石炭焚きシステムに着目し、さらに石炭

焚きボイラにおいて特に国内実績の多い低低温 EP システムを対象とし、アンモニア混焼

におけるアンモニアスリップ発生時の各種設備への影響評価を実施する。なお、低低温 EP

システムとは GGH 熱回収器の後流に EP を設置する方式である。 

 

３－２－４．火力発電所におけるアンモニアの設備および用途 

現在の火力発電所において、アンモニアは発電所の運用に大きな役割を果たしている。

発電所に設置されている主なアンモニア設備としては受入れローディングアーム、圧縮機、

アンモニアタンク、アンモニア気化器、アキュムレーター等があり、アンモニアローリー

車または船からローディングアームを用いて液化アンモニアを受入れ、アンモニアタンク

に貯蔵される。そして、必要量に応じて液体アンモニアを払出し、気化器にて気化、アキ

ュムレーターから安定的にアンモニアガスを各使用箇所に送ることができる。アンモニア

の主な使用箇所としては給水処理、脱硝装置、乾式 EP 上流へのアンモニア注入があり、

その各用途は以下のとおり（図２－１）。 

 

 

 

 

 

 

図２－１．火力発電所におけるアンモニアの設備および用途 

［給水処理］ 

給水処理についてはボイラ給水の pH を調整し、配管の腐食および減肉を防ぐためにア

ンモニアを用いる（アンモニア水として供給）。 

［脱硝装置］ 

脱硝装置（特に選択接触還元法）については、ボイラ排ガスに含まれる NOx を脱硝触媒

上で窒素と水蒸気に分解するためにアンモニアが注入される。 

［乾式 EP］ 

乾式 EP については、主に高硫黄分重油焚きボイラにおいて EP 上流にアンモニア注入

されており、硫酸および酸性硫安の生成を抑え、硫安を生成させることで EP の腐食を防

ぎ、かつ灰の電気抵抗値を上げて集じん率向上のためにアンモニアが用いられる。 

 

３－２－５．アンモニアスリップ時の各種設備に与える影響評価 

研究・調査対象として、大規模微粉炭石炭火力発電所の排煙処理システムにおいて主流

となっている低低温 EP 方式を対象として選定し、アンモニアスリップ時の各種設備に与



14 

 

える影響評価に関して文献調査および検討を実施した。 

 

３－２－５－１．脱硝装置に対するアンモニア影響評価 

脱硝装置にとってのアンモニアは NOx の還元剤の役割を担っており、排ガス中 NOx 量

に応じて脱硝触媒上流側にアンモニアを注入している。アンモニアによる脱硝性能の低下

要因としては、アンモニア起因の反応生成物である酸性硫安が触媒上に析出することによ

る触媒目詰まりおよび活性点の被覆が考えられる。しかし、脱硝装置の温度域は約 350～

400℃と高温であることから、酸性硫安による触媒上への析出および活性点の被覆は発生

しないと考えられ、また開放点検時において触媒層の上層部に硫安等の堆積および詰まり

が発生していないことからも、アンモニア混焼実施時にボイラからアンモニアがリークし

た場合においても脱硝装置に対して悪影響を及ぼす可能性はほとんどないと考えられる。 

しかし、ガス温度が低温（約 250℃以下）であるボイラ起動・停止時については、脱硝反

応は進行しにくく、アンモニアが存在する場合は酸性硫安による目詰まりや活性点被覆に

よる脱硝触媒の劣化が発生することも考えられる。よって、微粉炭火力発電所におけるア

ンモニア混焼において、ボイラ起動・停止操作中のアンモニアの注入は避けるべきと考え

る。 

 

３－２－５－２．空気予熱器に対するアンモニア影響評価 

（１）空気予熱器へのアンモニアの影響 

空気予熱器へのリークアンモニアは、酸性硫安による空気予熱器閉塞の原因となるが、

酸性硫安の生成については以下の反応式（NH3 + SO3 + H2O → NH4HSO4）のとおり進

行するため、空気予熱器の閉塞についてはリークアンモニア濃度が大きく関係していると

考えられる。また、ばいじん量も関係しており、石炭発電所のように排ガスに灰分を多く

含む場合、空気予熱器エレメントに付着した酸性硫安は少量であれば灰分が後流側へ除去

する。しかし、酸性硫安の量が増加すると空気予熱器エレメントに付着した酸性硫安に灰

分等が付着し、空気予熱器閉塞を引き起こすことが考えられる。また、石炭焚きボイラ空

気予熱器におけるリークアンモニア濃度に対する差圧上昇速度については、リークアンモ

ニア濃度の増加に伴って空気予熱器閉塞速度が加速すると考えられている。 

 

（２）高濃度アンモニアの空気予熱器への影響 

空気予熱器にリークするアンモニアが低濃度のとき、ボイラ排ガスおいて、アンモニア

と SO3から酸性硫安が生成する反応は約 150～210℃で進行すると考えられており（2-2）、空

気予熱器閉塞はこの温度域にある中温エレメントで発生する。低濃度リークアンモニアと

比較し、高濃度アンモニアが空気予熱器にリークした際には空気予熱器内で生成する酸性

硫安の生成量増加および付着位置の変化によって、空気予熱器閉塞が加速すると考えられ

る。アンモニア濃度の上昇に伴い、酸性硫安析出温度が上昇することが知られており、空

気予熱器内では NH3濃度が上昇するにしたがって、より高温域で酸性硫安が析出すると考
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えられる。アンモニア濃度の上昇に伴い酸性硫安析出位置が空気予熱器の上部（高温層側）

へ拡大し、空気予熱器低温側に設置する空気予熱器スートブロワの差圧低減効果が低くな

り、さらにアンモニア濃度が上昇すると中温エレメント域を超えて構造が複雑な高温エレ

メントに酸性硫安が付着することも考えられ、NH3濃度が増加するに伴って空気予熱器閉

塞は加速するリスクがあると考えられる。 

空気予熱器が閉塞することで空気予熱器差圧が上昇し、プラント運転のためのファン動

力が増大する。ファンの負荷増大によるサージング等が発生した際には、負荷抑制や停止

に至ることも考えられる。また、ボイラ内や煙道の圧力を正常域に保てなくなる可能性も

あり、通風系ダクト設計圧力の超過等、発電設備の安定運転に支障をきたす恐れがある。 

 

３－２－５－３．ガス加熱器（GGH）に対するアンモニア影響評価 

 ガス加熱器の構造および排ガス環境は空気予熱器と類似の部分が多く、アンモニアが及

ぼす影響も空気予熱器と同様の傾向があると考えられる。 

 

３－２－５－４．電気集じん器に対するアンモニア影響評価 

（１）電気集じん器集じん性能に影響する因子 

ａ．ダスト電気抵抗率と集じん性能の関係 

 電気集じん器は、ダストを荷電し、電気的にダストを分離捕集する方法であるため、ダ

ストの電気抵抗が集じん性能に最も影響を及ぼす因子であることが知られている。ダスト

の電気抵抗率と電気集じん器集じん性能（以下、EP 集じん性能）の挙動を図２－２に示

す（2-3,4）。 

⚫ 電気抵抗率≦104Ω・cm 

電気抵抗の低いダストでは捕集されたダストが集じん極上で直ちに電荷を失って再飛

散するジャンピング現象が発生し、集じん性能は低下する。 

⚫ 104Ω・cm≦電気抵抗率≦1011Ω・cm 

集じん極に捕集・堆積したダスト内を適度な電流が流れるため、供給電流・電圧が安

定し、高い集じん性能を維持できる。 

⚫ 1011Ω・cm≦電気抵抗率≦1012Ω・cm 

集じん極に捕集されたダストが電荷を中和しきれず、部分的に絶縁破壊される逆電離

現象が発生し、集じん性能が低下する。 

⚫ 1012Ω・cm≦電気抵抗率 

集じん極上のダストの絶縁破壊が全面に広がり、集じん極から放電極へプラスイオン

が放出され、集じん極に向かうマイナスに帯電しているダストの電荷を中和すること

で集じん性能が大きく低下する。 

したがって一般に EP 集じん性能を十分に発揮できるのは 104~1011Ω・cm とされている。 
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図２－２．ダストの電気抵抗とＥＰ集じん性能の挙動 

 

ｂ．ダスト電気抵抗 

ダストの電気抵抗の違いは主に下記の内容に起因することが知られている。 

(a) 燃料性状、ダストの成分組成 

(b) 排ガス温度、排ガス中の水分、SO3 量 

(c) 燃料性状、ダストの成分組成 

一般的な石炭ボイラおよび重油ボイラのダストの性状を比較すると表２－１のようにな

る。（2-5） 

重油ボイラのダストでは主成分が未燃カーボンであり電気抵抗率が低いのに対して、石炭

ボイラのダストでは主成分がシリカやアルミナであるためダスト全体の電気抵抗率が高く

なることが特徴である。 

表２－１．石炭ボイラおよび重油ボイラのダスト性状比較 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）電気集じん器へのアンモニアの影響 

石炭焚ダスト 重油焚ダスト

g/m3N 10~20 0.05~0.15

μm 20~30 1~3

SiO2 wt% 60~75 15~20

Al2O3 wt% 15~20 -

SO3 wt% 0.3~0.7 25~35

C wt% 0.4~0.8 50~60

ダスト

成分

ばいじん濃度

ダスト粒子径

項目



17 

 

 上述のとおり、EP 集じん性能はダストの電気抵抗によって大きく変化し、過去の発電

所運転実績から、ダストの電気抵抗は排ガス中にアンモニアが存在することによって変化

することがわかっている。 

 ダストの電気抵抗へのアンモニアの影響を検討する際の参考として重油ボイラにおいて

電気集じん器前にアンモニアを注入している事例がある。石炭ボイラと異なり、重油ボイ

ラ排ガスのダストはカーボンが主成分であるため電気抵抗率が極めて低い。そのため、重

油焚きダストでは再飛散現象を引き起こして集じん性能が低下するリスクを有する。そこ

で、この対策としてダストの電気抵抗率を上昇させるために、電気集じん器前の排ガス中

にアンモニアを注入し、排ガス中 SO3 と反応・生成する硫安を、重油ボイラのダストと混

合させ、EP 集じん性能向上を図っている（特に高硫黄分重油焚きの場合は、集じん性能

向上の他に集じん極の防食にも効果がある）。 

一方、石炭焚きボイラのダストは、主成分がシリカやアルミナであるため電気抵抗率が

高い。そこで石炭発電所では電気集じん器入口ガス温度が低く、表面伝導（H2O および

SO3）によってダストの電気抵抗率を低下させることができる低低温 EP 方式を採用する

ことで EP 集じん性能を向上させている。石炭ボイラにおいてアンモニアがボイラからス

リップしてきた場合においても、重油ボイラの場合と同様に排ガス中 SO3 がアンモニアと

反応して硫安や酸性硫安になると考えられ、ダストの電気抵抗率に影響を及ぼす可能性が

ある。排ガス中 SO3 とアンモニアが反応して硫安および酸性硫安が生成される反応式はそ

れぞれ以下のとおり。 

NH3 + H2O + SO3 → (NH4)HSO4 

2NH3 + SO3 + H2O → (NH4)2SO4 

反応式から、いずれの反応においても表面伝導を示す SO3 および H2O が排ガス中から減

少することがわかり、ダストの表面伝導が減少し、電気抵抗率を上昇させる可能性がある

と考えられる。よって、アンモニアスリップ時において良好な集じん性能を示すダストの

電気抵抗率の領域を逸脱してしまう可能性があると考えられる。 

 排ガス中ダスト電気抵抗の上昇によって EP 集じん性能が低下した場合には、電気集じ

ん器後流側のばいじん濃度が上昇することとなり、ばいじん排出規制値を超過するおそれ

がある。 

 

（３）集じん灰性状へのアンモニアの影響 

 ボイラからのアンモニアスリップによって電気集じん器入口アンモニア濃度が高いとき

には灰中水分等へアンモニアが溶け込むことによって集じん灰中アンモニア濃度が上昇す

ることが考えられる。また EP で捕集した灰については埋立ておよびセメント原料として

利用されることが多いが灰中にアンモニアが存在すると大気中へのアンモニア放出による

臭気、環境汚染、およびセメントの品質低下等を引き起こす可能性がある。 
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３－２－５－５．脱硫装置に対するアンモニア影響評価 

（１）脱硫性能に影響する因子 

 本研究では国内の火力発電所向けに広く採用されている湿式法のひとつである石灰石こ

う法、特に当社微粉炭火力発電所で採用しているジェットバブリングリアクタ方式（2-6）

（以下、JBR 方式）を研究・調査対象とする。 

脱硫性能を支配する主要因子は吸収塔の浸液深、吸収液 pH および石灰石濃度である。 

 浸液深は JBR 方式（吸収液中に排ガスを噴出して気液接触によって SO2 を吸収させる

方式）で使用される指標の一つであり、吸収液面からスパージャパイプのガス噴出口まで

の液深さを指し、浸液深を大きくすると排ガス圧力損失が大きくなり、ファン動力が増加

するが、排ガスと吸収液の接触が増加するため脱硫率は向上する。 

 また吸収液 pH は通常、石灰石を投入することによって一定に制御している。しかし、

石灰石投入量を増加させて吸収液 pH を上昇させると、副生成物である石こう中に石灰石

が混入するために石こうの純度が低下するおそれがあるが、脱硫率は向上する。 

 

（２）脱硫装置へのアンモニアの影響 

ａ．脱硫性能への影響 

 アンモニアは塩基性かつ溶解性を持つため、排ガス中にアンモニアが含まれると排ガス

が脱硫装置に流入すると同時に、吸収液へアンモニアが溶解する。 

脱硫性能を支配する主要因子（吸収塔の浸液深、吸収液 pH および石灰石濃度）のう

ち、浸液深については、脱硫率をコントロールするために排ガス量や入口 SO2 濃度によっ

て制御される。よって、排ガス中にアンモニアが含まれていても影響はほとんどないと考

えられる。 

一方、吸収液 pH および石灰石濃度については、排ガス中アンモニアが脱硫装置へ流入

することによって影響を及ぼす可能性がある。石灰石こう法において、一般的に吸収液

pH が高い方が脱硫率が上昇することが知られている。しかし、pH が高くなると未反応石

灰石による石こう純度の低下やスケール付着の原因となりうることから、石灰石スラリ供

給量を制御して適切な pH 域に調整している。排ガス中アンモニアが脱硫装置へ流入した

場合、アンモニアの溶解に伴う吸収液 pH 上昇の分、石灰石スラリ供給量は減少すること

により、pH の大きな変化は起こらないものと考えられる。また、アンモニアを用いた脱

硫方式もあり、石灰石スラリ供給量減少による脱硫率低下については、アンモニアによる

脱硫反応により補われるものと考えられ、結果として脱硫性能への大きな影響はないもの

と考えられる。アンモニア法による脱硫反応式は以下のとおり。 

SO2 + xNH3 + H2O → (NH4)xH2-xSO3 

(NH4)xH2-xSO3 + 1/2O2 + (2-x)NH3 → (NH4)2SO4 

しかしながら、吸収液中アンモニアによる溶解塩類の不均衡や、アンモニア法の副生物で

ある硫安等の配管等への付着影響が生じるおそれがあるため、注意する必要がある。 
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ｂ．副生物（石こう）への影響 

 排ガス中アンモニアが脱硫装置に流入すると、大部分のアンモニアは脱硫吸収液に溶解

すると考えられる。当社微粉炭火力発電所を例に考えると、排ガス中アンモニア濃度が

5ppm で運転した場合、吸収液中アンモニア濃度は約 1,000mg/L になる。したがって、副

生物である石こう含水にも約 1,000mg/L のアンモニアが含まれることになり、石こうから

の臭気や品質低下を招く可能性がある。 

 

ｃ．脱硫排水への影響 

 吸収塔では SO2 の他にも排ガス中に含まれる塩素やフッ素等も吸収液に溶解、除去され

る。これらは吸収液内に不純物として蓄積されるため、脱硫装置の性能低下や装置材料の

腐食などの悪影響を与える。よって、その対策として一定濃度以上に濃縮されないように

吸収液の一部を石こう分離の後に脱硫排水として排出している。そのため、排ガス中のア

ンモニアが吸収液に溶解すると、その溶解したアンモニアを吸収液に含んだまま脱硫排水

として排出されることとなり、アンモニアスリップ発生時には通常運転よりも高濃度のア

ンモニア成分を含む排水が排出されることとなる。 

 また、吸収液中においては排ガス中 SO2 由来の亜硫酸水素イオン（HSO3
-）および NOx

由来の亜硝酸イオン（NO2
-）が反応して N-S 化合物（含硫窒素化合物）を生成することが

知られている。また、脱硫装置には、吸収液中に酸化空気を吹き込んでいることから、吸

収液に溶解したアンモニアが N-S 化合物の原因となる亜硝酸イオンに酸化される可能性が

ある。この N-S 化合物は排水中 N 分の増加に加えて COD 成分となる物質もある。さらに

N-S 化合物の COD 成分は難処理性 COD として知られており、通常の排水処理では除去す

ることが難しく、処理するためには専用の処理設備を設置する必要がある。 

 

３－２－５－６．通風機に対するアンモニア影響評価 

 誘引ファンおよび脱硫ファンへのアンモニアスリップの影響としては、アンモニアおよ

び酸性硫安による腐食が考えられる。しかし、石炭焚きボイラ後流側に設置されるファン

については、アッシュエロージョンや酸性硫安による腐食対策をはじめとするファンの使

用環境に応じた信頼性、耐久性向上の対策を実施している。そのためアンモニアがボイラ

からスリップした場合においても通風機への直接的な影響はほとんどないと考えられる。

しかし、これまでにも述べたようにアンモニアスリップは酸性硫安や塩化アンモニウムに

よる空気予熱器やガス加熱器の閉塞を引き起こす可能性があり、それによって通風機の動

力増大や安定運転可能な領域を逸脱し、サージング等の通風機運転への影響が発生する可

能性がある。 

 

３－２－５－７．排水処理装置に対するアンモニア影響評価 

 ボイラからのアンモニアスリップによって脱硫排水性状に影響を及ぼす成分としては排

水中窒素分および COD 成分である。 
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ａ．排水中窒素分 

 排水中窒素分については、水質汚濁防止法によって表２－２のような規制基準が設けら

れている。しかしながら、通常排出基準については法令とは別に地方行政と環境協定を結

ぶことになり、法令よりも厳しい排出基準を課される場合が多い。 

 発電所ボイラ給水の pH 調整には主にアンモニアを使用しているため、高塩系排水処理

装置で処理される排水の内、復水脱塩装置再生排水にはアンモニアが含まれていることが

多い。このように高塩系排水処理系統で処理される排水の中には既にアンモニアが含まれ

ている。しかし、ボイラからアンモニアがスリップして脱硫吸収液に溶解したアンモニア

が脱硫排水として高塩系排水処理装置に大量に流入した場合、また既設排水処理設備にて

処理できない形態の窒素が流入した場合には排水基準を超過する可能性がある。また、ア

ンモニアスリップによって脱硫排水中に、N-S 化合物（含硫窒素化合物）濃度も増加する

可能性があるため、これらの値に留意した運転が必要となる。 

 

ｂ．排水中 COD 

 排水中 COD 成分については、水質汚濁防止法によって表２－２のような規制基準が設

けられている。しかしながら、窒素分と同様に法令よりも厳しい排出基準を環境協定によ

り課される場合が多い。 

ボイラからのアンモニアスリップにより脱硫排水中 N-S 化合物（難処理性 COD）が増

加した場合、排水中 COD 濃度偏差が大きい場合および既設処理設備で処理できない難処

理性 COD が増加した場合には排水基準を超過する可能性があるため、これらの値に留意

した運転が必要となる。 

表２－２．排水中Ｎ分およびＣＯＤ成分の排出基準 

 

 

 

 

 

 

 

３－２－５－８．煙突に対するアンモニア影響評価 

（１）煙突の概要およびアンモニア影響評価 

 石炭火力発電所の煙突においては、脱硝・脱硫装置、電気集じん器等の環境対策技術に

より公害防止対策が実施されているものの大気汚染低減を目的に煙突を高くすること、お

よび集合煙突化が行われている。煙突は大別すると、鉄筋コンクリート製煙突と鋼製煙突

の 2 種類がある。鉄筋コンクリートと比べると鋼製煙突は軽量で強く、材料的にも有利で

あったため 1990 年代以前は鋼製煙突が主流であり、鉄筋コンクリート煙突は高さ 100m

以下の小規模な煙突にのみ採用されてきた。しかし、近年ではコンクリート構造物の地震

項目 水質汚濁防止法での許容限度

アンモニア、アンモニウム化合物、

亜硝酸化合物、硝酸化合物

アンモニア性窒素に0.4を乗じたもの、

亜硝酸性窒素および硝酸性窒素の合計値が100mg/L

窒素含有量
120mg/L（日間平均 60mg/L）

【ただし環境大臣が定める水域にのみ適用】

化学的酸素要求量

（ＣＯＤ）
160mg/L（日間平均120mg/L）
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力に対する解析技術の進歩により工事費が安価である鉄筋コンクリート煙突が主流となっ

ている。 

 いずれの煙突においても、煙突の内部には内筒が設けられ、耐力材としての鋼材、耐候

性および断熱性を有するライニングから成る。ライニングには耐力材にライニングとして

の要素も併せ持つステンレスクラッド鋼、クローム鋼、FRP（サスペンション材として使

用）等の軽量で耐候性に富んだメンテナンスフリー材料を採用することが多い（2-7）。ま

た、ライニングはアンモニアおよび酸性硫安等の腐食に対して耐性を有すると考えられ

る。よって、ボイラからアンモニアがスリップした場合、煙突へのアンモニアの影響とし

ては鋼製または鉄筋コンクリート煙突いずれにおいてもほとんど影響はないと考えられ

る。 

 

（２）アンモニア排出基準 

 アンモニア排出の法規制としては大気汚染防止法第十七条および悪臭防止法第十条にお

いて以下のとおり事故時の措置について定められている（表２－３）。 

また、悪臭防止法についてはこの他に表２－４のとおりの排出規制基準が定められてい

る。なお、当社微粉炭火力発電所 100%負荷運転においてアンモニアを 20cal.%混焼したケ

ースを考えると、投入アンモニア全体の約 4 分の 1 のアンモニアが煙突までスリップした

場合には排出基準を超過する可能性がある。 

表２－３．アンモニア排出に関する規制（事故時の措置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２－４．アンモニア排出に関する規制（排出基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令 条文 内容

大気汚染防止法 第十七条

事故等が発生し、アンモニアが大気中に多量に排出されたときは…

・直ちに応急措置を講じ、かつその事故を速やかに復旧するように努めなければならない。

・直ちに事故の状況を都道府県知事に通報しなければならない。

・都道府県知事は必要に応じてその事故の拡大または再発防止のための必要な措置を

とることを命ずることができる。

悪臭防止法 第十条

都道府県知事が指定する地域内において、事故が発生し、

悪臭原因物の排出が規制基準に適合せず、または適合しないおそれが生じたときは…

・直ちに応急措置を講じ、かつその事故を速やかに復旧しなければならない。

・直ちに事故の状況を市町村長に通報しなければならない。

・市町村長は必要に応じて引き続く当該悪臭物の排出の防止のための応急措置を講ず

べきことを命ずることができる。

環境省令

排出される特定悪臭物質の「敷地の境界線の

地表における規制基準」を環境省令で定める範

囲において許容限度を定める。

大気中における

アンモニア含有率が

1ppm以上、5ppm以下

排出される特定悪臭物質の「排出口における規

制基準」を環境省で定める方法により特定悪臭

物質の流量または濃度の許容限度として定め

る。

算出方法は

悪臭防止法施行規則

第三条に規定

法令 条文

第四条悪臭防止法

内容
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３－２－６．アンモニアスリップ時の各種設備に与える影響を抑制する対策検討 

 ３－２－５章にて評価した各種設備に与えるアンモニアの影響に関して、管理ポイント

を整理するとともに、既存の技術・設備および運用対策によりアンモニア影響を抑制する

方法について、文献調査および検討を実施した。 

 

３－２－６－１．脱硝装置に対するアンモニア影響抑制対策 

（１）脱硝触媒の閉塞および性能劣化に対する管理手法 

脱硝触媒の閉塞状況の管理手法として、脱硝装置出入り口差圧計による監視が可能であ

り、管理値に到達した際には警報を発信させることが可能である。 

また、脱硝触媒の性能劣化に対する管理手法として、負荷一定条件において常設 NOx 計

の指示値から算出される脱硝率の推移を確認して触媒性能を把握する手法および、排ガス

ダクトからガスを採取して NOx 濃度やアンモニア濃度を多点分析して脱硝装置全面の触

媒性能を確認する手法がある。 

 

（２）起動・停止操作中のアンモニア影響に対する運用対策 

脱硝入口排ガス温度が低温となる間はアンモニア混焼を避けることが望ましく、ボイラ

起動・停止操作中の燃料には重油や石炭等の燃料を利用し、ガス温度を十分高く維持でき

る通常運転中のみアンモニア混焼とする方法が考えられる。 

 

３－２－６－２．空気予熱器に対するアンモニア影響抑制対策 

（１）空気予熱器の閉塞に対する管理手法 

 空気予熱器の閉塞状況の管理手法として、排ガス系統または燃焼用空気系統の空気予熱

器出入り口差圧計による監視が可能であり、管理値に到達した際には警報を発信させるこ

とが可能である。 

 また、脱硝装置出口に設置されているアンモニア計により、脱硝装置出口のアンモニア

濃度を測定し、空気予熱器に流入するアンモニア濃度の監視が可能である。 

 

（２）空気予熱器閉塞に対する運用対策 

 空気予熱器閉塞の運用対策として、スートブロワ、水洗および運転中水洗装置（OSW: On 

Stream Washing System）がある。 

［スートブロワ］ 

 運転中に伝熱エレメント上の付着堆積物を除去するために、蒸気または空気を噴霧でき

るスートブローイング装置をガス入口および出口に設置している。空気予熱器閉塞物質は

空気予熱器の低温側に付着するため主にガス出口側（低温側）に設置されたスートブロワ

を定期的に使用している。空気予熱器閉塞兆候確認時には使用頻度の増加により一定の差

圧低減効果は期待できるが、蒸気を直接噴霧することからエレメントに物理的な損傷を与
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える場合があるため、その運用については注意が必要である。 

［水洗］ 

空気予熱器閉塞の主原因である酸性硫安は水に溶けやすいため、空気予熱器が閉塞した

際に付着物を除去するための対応としては空気予熱器エレメントを水洗することが有効な

手段である。ただし、空気予熱器水洗にはおよそ２～３日の発電設備の停止を要する。ま

た、空気予熱器水洗時はエレメントの防錆対策（乾燥および防錆剤塗布）を十分に行わな

い場合、エレメントの腐食により空気予熱器の再閉塞の発生および空気予熱器の性能低下

を引き起こすことがある。 

［運転中水洗装置（OSW）］ 

 通常空気予熱器はスートブロワの適切な使用により伝熱エレメント上の付着堆積物を除

去することができるとされているが、使用燃料や運転条件によってはスートブロワでは十

分な効果が得られない場合がある。このような場合においても OSW を設置している空気

予熱器においては、運転中に高圧ジェット水を空気予熱器に吹きつけ、伝熱エレメント上

の閉塞物質を除去することができる（2-2）。しかし、OSW は高圧水を噴霧するため、エレメ

ントやロータへの熱衝撃の影響、および後流機器への洗浄ミストの飛散による運転上の問

題（灰固着、差圧上昇等）がないように OSW の使用をする際には発電設備運転状況や OSW

使用頻度に注意が必要である。 

 

３－２－６－３．ガス加熱器（ＧＧＨ）に対するアンモニア影響抑制対策 

（１）ガス加熱器の閉塞に対する管理手法 

ガス加熱器の閉塞状況の管理手法として、熱回収器および再加熱器の排ガス系統の差圧

計による監視が可能であり、管理値に到達した際には警報を発信させることが可能である。 

 

（２）ガス加熱器閉塞に対する運用対策 

 ガス加熱器閉塞の運用対策として、スートブロワ、鋼球散布装置および水洗がある。 

［スートブロワ］ 

 運転中の伝熱エレメント上の付着堆積物除去を目的とし、３－２－６－２章（２）項に

記載の空気予熱器用スートブロワと同様の設備がガス加熱器にも設けられている。 

［鋼球散布装置］ 

 本装置の設置目的はスートブロワと同様であり、設備によってはスートブロワの代わり

に鋼球散布装置が設置されているものがある。鋼球散布装置は数 mm の鋼球を伝熱管の上

部から散布し、付着物を除去するものであり、散布した鋼球はダストと分離され、再び上

部に輸送される。なお、伝熱管に大量のばいじんが付着している場合、伝熱管の間隙が小

さくなり鋼球が伝熱管の間に挟まるおそれがあるため、加速的に閉塞が進行している際に

は運用について注意が必要である。 

［水洗］ 

 ３－２－６－２章（２）項に記載の空気予熱器における運用対策同様、ガス加熱器に対

しても水洗は有効な手段であると考えられる。なお、注意点についても空気予熱器の項目

記載内容と同様である。 
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３－２－６－４．電気集じん器に対するアンモニア影響抑制対策 

（１）電気集じん器の性能低下に対する管理手法 

 大気汚染防止法によりばい煙測定の実施について規定されており、定められた頻度で煙

突から排出されるばいじん濃度を測定する必要がある。 

 

（２）電気集じん器の性能低下に対する運用対策 

石炭ボイラにおいてアンモニアがボイラからスリップしてきた場合、排ガス中 SO3 がア

ンモニアと反応して硫安や酸性硫安になり、ダストの電気抵抗率を上昇させる可能性があ

ると考えられるため、良好な集じん性能を示すダストの電気抵抗率範囲から高側に逸脱す

る場合を想定して運用対策を検討する。運用対策としては、使用石炭種の変更および電気

集じん器荷電制御の変更がある。 

［使用石炭種の変更］ 

燃料として使用する石炭性状に関して、硫黄分やアルカリ分が高い石炭を使用した場合、

低ダスト電気抵抗率の灰が生成しやすいと考えられる。また灰分が低い石炭を使用する場

合、ばいじん量が低下するため対応可能となりうるものと考えられる。 

［荷電制御の変更］ 

 高ダスト電気抵抗率の場合に発生する逆電離現象に対して、連続荷電から間欠荷電また

はパルス荷電に変更して電圧印加の休止期間を設けることにより、ダスト層の絶縁破壊を

抑制し、集じん性能を上昇させることが可能であると考えられる（2-8）。 

 

３－２－６－５．脱硫装置に対するアンモニア影響抑制対策 

（１）石こうの品質低下に対する管理手法 

 石こうの品質管理として、ある一定の頻度で性状分析を実施し、引取先の基準値を満足

しているか確認している。分析項目としては、石こう純度、pH、含有水分量等がある。基

準値を満足していない場合には引取りを拒否されるおそれがあるため、石こうの品質につ

いても留意する必要がある。 

 

（２）石こうの品質低下に対する対策 

 石こう中のアンモニアを除去するためには新たな技術開発、検討が必要であるものと考

えられるため、アンモニア混焼率の低減等により脱硫排ガス中のアンモニア濃度を問題と

ならない程度まで低減することが望ましいと考える。なお、石こうの品質低下により引取

り先を確保できない場合には産業廃棄物としての処理も考えられる。 

 

３－２－６－６．通風機に対するアンモニア影響抑制対策 

（１）通風機に対する運用対策 

石炭焚きボイラ後流側に設置される通風機についてはアンモニアの直接的な影響はほと

んどないが、排ガス中 SO3 との反応によって生じる酸性硫安や塩化アンモニウムによる空

気予熱器やガス加熱器の閉塞による通風機の動力増大および安定運転への影響が生じる可

能性があると考えられる。 
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空気予熱器およびガス加熱器の閉塞に関する対策については、３－２－６－２および３

－２－６－３章に記載のとおり。 

 

３－２－６－７．排水処理装置に対するアンモニア影響抑制対策 

（１）排水処理装置のアンモニア影響に対する管理手法 

排水処理装置のアンモニア影響の管理手法として、全窒素、アンモニア性窒素、COD 等

の計器による排水中濃度の監視が可能であり、管理値に到達した際には警報を発信すると

ともに、排水送水を遮断して再循環させることも可能である。 

 

（２）排水処理装置のアンモニア影響に対する設備対策 

 アンモニアスリップにより水質汚濁防止法、条例、公害防止協定等により定められた排

水基準を超過する可能性が発生した際には、対象物質を除去するための排水処理装置の設

置または増設により対応可能となる。 

代表的な排水中窒素処理方法としては、微生物を利用した処理方法である生物脱窒法、

排水の pH および温度を高くして NH3 を放散させるストリッピング法、触媒を利用して排

水中アンモニアおよび硝酸イオン等の窒素を処理する触媒脱窒法等がある。また、排水中

COD 処理方法としては、石炭等を炭化して水蒸気などにより賦活した活性炭を用いて排

水中の有機物等の成分を吸着除去する活性炭吸着法、樹脂内の細孔表面と被吸着物質間の

物理的相互作用により排水中から様々な有機物を吸着する合成吸着剤処理等がある（2-9）。 

 

３－２－６－８．煙突に対するアンモニア影響抑制対策 

（１）煙突出口のアンモニア濃度の管理手法 

 煙突入口にアンモニア計を設置することにより、煙突出口のアンモニア濃度の監視が可

能である。 

 

（２）煙突出口のアンモニア濃度に関する対策 

当社発電所設備を想定した場合、アンモニアを 20cal.%混焼した際に、投入アンモニア

量全体の約 4 分の 1 のアンモニアが煙突までスリップした場合には排出基準を超過する可

能性があるが、その程度のアンモニアが排ガス中に存在する場合には煙突前段の設備に多

大な影響を及ぼしており発電設備の運転継続は困難な状況であるものと考えられるため、

現実的な懸念事項として考慮する必要はないものと考える。 

 

３－２－７．まとめ 

 微粉炭石炭火力のアンモニア混焼におけるアンモニアスリップ時において、各種設備に

与える影響について検討を実施した。アンモニアの影響をほとんど受けないと想定される

設備、アンモニアにより発電所稼動にも影響を与える可能性がある設備等、設備によりア

ンモニアが与える影響の度合いは異なることが確認された。また、各設備のアンモニア影
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響に関して、管理ポイントおよび影響抑制のための設備・運用対策についても検討し、整

理を行った。 

 他研究の試験炉によるアンモニア混焼試験結果より、アンモニア混焼時にアンモニアス

リップが発生する可能性は低いものと考えるが、実機アンモニア混焼においてアンモニア

スリップが発生した場合に関しても、本研究において各種設備に与える影響およびその抑

制対策を整理した結果がアンモニアスリップ対応の一助となるものと考える。 

 

３－２－８．今後の課題 

 アンモニアスリップ時に各種設備に与える影響の度合いについては、スリップするアン

モニア濃度により異なるものと考えられる。本研究では想定されうる設備影響に関して検

討を行ったが、実機アンモニア混焼時におけるアンモニアスリップ発生の有無および各種

設備に与える影響については実機試験にて検証する必要があると考える。 
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